更新・変更　許可申請に伴う添付書類省略申立書

令和    年    月    日

富山県知事　　新 田　八 朗　殿
                                      申請者

                                        住  所

                                        氏  名                                 印

                                       （法人にあっては名称及び代表者の氏名）

                                                               産業廃棄物

  　　   年   月   日付け第               号で許可を受けた                   処分業

                                                           特別管理産業廃棄物

については、これまでに提出した申請書及び届出書と現況とでは下記のとおりであるので、今回の許可申請において、変更の無い事項に係る添付書類を省略させて頂きます。

	添  付  書  類  に  関  す  る  事  項
	変更の有無

	１．事業計画の概要を記載した書類
	有 ・ 無

	２．事業の用に供する施設（保管の場所を含む）の構造を明らかにする

  平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書
	有 ・ 無

	３．事業の用に供する施設の付近見取り図
	有 ・ 無

	４．事務所及び事業場の位置図及び姿写真
	有 ・ 無

	５．事業の用に供する施設の所有権を有すること（申請者が所有権を有しない場合には、当該施設を使用する権原を有すること）を証する書類
	有 ・ 無

	６．処分後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類
	有 ・ 無


注）省略できる添付書類は既に提出されたものに限る。

様式第七号の１（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	事業計画の概要を記載した書類

1． 全体計画の概要（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること）

2． 処分する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び処分量等



	
	産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類
	処 分 方 法
	処 分 量

(ｔ/月又はｍ3/月)
	備            考

	
	
	
	
	性  状
	予定排出事業所の名称及び所在地

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	備考  取り扱う産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類ごとに記載すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）
様式第七号の２（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	３．施設の概要（許可中間処理施設）

	処理施設の種類
	

	設置場所
	

	設置年月日
	

	処理能力
	

	廃棄物の種類
	

	処理施設の処理方式及び設備の概要


	

	環境保全設備の概要


	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第七号の２（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	３．施設の概要（許可外中間処理施設）

	処理施設の種類
	

	設置場所
	

	設置年月日
	


	処理能力
	

	廃棄物の種類
	

	処理施設の処理方式及び設備の概要


	

	環境保全設備の概要


	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第七号の３（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	４．最終処分場

	最終処分場の種類及び名称
	

	設置場所
	

	設置年月日
	

	最終処分場の規模等
	

	埋立対象廃棄物の種類
	

	構造及び設備の概要


	

	放流水の水質等
	

	その他環境保全対策


	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第七号の４（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	５．処分業務の具体的な計画（処分業務を行う時間、休業日、組織及び従業員数を含む。）

          従業員数内訳



	役  員
	政令で第4条の７に定める使用人
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合  計

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第七号の５（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	６．環境保全措置

 （1）中間処理施設において講ずる措置

 （2）保管施設において講ずる措置

 （3）最終処分場において講ずる措置




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

保管施設の維持管理の留意事項

１ 保管施設の概要

	① 設 置 場 所
	
	
	

	② 保管する産業

   廃棄物の種類
	
	
	

	③ 面 積（㎡）
	
	
	

	④ 保管に係る施設の処理能力(ｔ/日又は㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)

	⑤ 保管量の上限（ｔ又はｍ3）

※　処分前の保管の場合は

④の14日分（注）以内
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）

	
	平均保管量

（ｔ又はｍ3）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）

	⑥ 保管の高さ（ｍ）
（最高のもの）
	（ｍ）
	（ｍ）
	（ｍ）

	⑦ 施設の図面、写真(更新の場合は現在の保管状況が分かる写真)、  保管施設の表示
	別紙にて添付
	別紙にて添付
	別紙にて添付

	⑧ 備考

　 (処分前の保管、処分後の保管等を記載)
	
	
	


注）木くず、コンクリート破片又はアスファルト破片であって、分別されたものを再生するための保管の場合に限り、

木くず又はコンクリート破片は処理能力の28日分、アスファルト破片は処理能力の70日分で算出する。

２ 構造及び設備

 （１）保管施設は屋内に設置する。

 （２）保管施設の囲いは、廃棄物の荷重に対して構造耐力上安全な構造とする。

 （３）保管施設の床面は、浸透防止加工を施した鉄筋コンクリート製とする。

 （４）保管施設の周囲には、鉄筋コンクリート製の十分な容量を有する流出防止堤を設ける。

 （５）保管中の廃棄物からの汚水又は保有水等を集水し、処理する排水処理施設を設置する。

３ 維持管理に際しての留意事項

 （１）保管施設には種類や管理責任者等を記述した表示を行い、廃棄物の適正管理に努める。

 （２）廃棄物が事業所外から見えないように、保管施設の周囲に囲いを設ける（廃棄物が囲いに接する場合は、囲いの高さから５０ｃｍ以下の高さとする。）又は屋内にて保管する。
（３）勾配は５０％（２６．５度）以下とする。

（４）保管量、保管施設整備状況等を記録する。

 （５）粉じんの発生が予想される廃棄物の保管場所には、散水装置を設ける等の粉じん防止及び飛散防

     止対策に努める。

 （６）保管施設の囲いは、周辺環境に配慮した絵画などを描き、イメージアップに努める。

 （７）保管施設の周囲には、植木を植えるなどして緑地化を推進する。

４ 保管方法

 （１）廃棄物は古いものから搬出し、また、保管能力を超えるような保管はしない。

 （２）廃棄物は種類毎に区分し保管する。

 （３）廃棄物の搬入を計画的に行い、２～３ケ月に一回は廃棄物の保管量を無くし、保管施設の清掃、

     整備等に努める。（長期保管による廃棄物の腐敗を防止し、汚水、悪臭等の２次公害を発生させな

     いため）

 （４）廃棄物の分別に努め、廃棄物の再生利用を推進する。
保管施設の表示

 ○　処分前の保管の場合
	（処分前）産業廃棄物　保管施設



	産業廃棄物の種類
	

	処分等のための保管上限
	

	管理者
	氏名
	

	
	連絡先
	

	積上げることができる高さ
	



○　処分後の保管の場合

	（処分後）産業廃棄物　保管施設



	産業廃棄物の種類
	

	管理者
	氏名
	


	
	連絡先
	

	積上げることができる高さ
	



様式第十一号（第十条の四第二項第九号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	処分後の産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理方法を記載した書類

	処分後の産業廃棄物の種類
	

	発   生   量

（ｔ／月又はｍ3／月）
	

	処  理  方  法
	自己処理
	（処分場所）

	
	委託処理
	（処分業者）

	
	
	（所在地）

	
	埋立処分     海洋投入処分     中間処理     売却

      中間処理、売却の場合は具体的な方法



	備考  処分後の産業廃棄物の種類ごとに記載すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第十二号（第十条の四第二項第十二号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

	内      訳
	金         額 (千円)

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土    地
	

	
	事 務 所
	

	
	処理施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法
	自己資金
	

	
	借入金
	

	
	(借入先名)


	

	
	
	

	
	
	

	
	その他
	

	
	増資
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）

様式第十三号（第十条の四第二項第十四号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	                             資 産 に 関 す る 調 書       　　   年   月   日現在

	資産の種別
	
	
	

	  現金預金
	
	
	

	  有価証券
	
	
	

	  未収入金
	
	
	

	  売掛金
	
	
	

	  受取手形
	
	
	

	  土  地
	
	
	

	  建  物
	
	
	

	  備  品
	
	
	

	  車  両
	
	
	

	  その他
	
	
	

	
	
	
	

	資      産      計
	

	負債の種別
	内    容
	数    量
	

	  長期借入金
	
	
	

	  短期借入金
	
	
	

	  未払金
	
	
	

	  預り金
	
	
	

	  前受金
	
	
	

	  買掛金
	
	
	

	  支払手形
	
	
	

	  その他
	
	
	

	
	
	
	

	負    債    計
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格　Ａ列４番）
令和　　年   月   日現在





６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上








